

佐倉市介護予防・日常生活支援総合事業基準要綱の制定について
１　背景
　　平成２６年６月に公布された「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律」（平成２６年法律第８３号）により、介護保険法（以下「法」という。）の改正が行われました。この改正により、平成２９年度までに全ての市町村において、現在、要支援に認定されている方が利用していた、介護予防給付の一環として提供されていた「介護予防訪問介護」と「介護予防通所介護」が、市町村の実施する地域支援事業へと順次移行され、「介護予防・日常生活支援総合事業」（以下「総合事業」という。）として実施することとなり、本市においては、平成２９年４月１日から実施します。
　　総合事業のサービス提供方法として、市町村の直接実施、委託による実施、指定事業者による実施及び団体への補助による方法があります。
２　対応方針
　　指定事業者による総合事業の実施については、指定基準が必要になります。
この指定基準は、介護保険法施行規則第１４０条の６３の６により市町村が定める基準となっていますので、人員、設備及び運営の基準を要綱で制定します。
（１）指定事業者により実施するサービス
	サービスの種類
	内容

	第１号訪問事業
	訪問介護相当サービス

	現在、要支援者の方が利用している、介護予防訪問介護に相当する訪問型サービス


	
	訪問型生活援助サービス
	指定事業者により実施する介護予防訪問介護に係る基準よりも緩和した基準によるサービス

	第１号通所事業
	通所介護相当サービス
	現在、要支援者の方が利用している、介護予防通所介護に相当する通所型サービス


（２）指定に係る申請者の資格
　ア　訪問介護相当サービス及び通所介護相当サービスの指定の申請をすることができる事業者を法人とします。
　イ　訪問型生活援助サービスの指定の申請をすることができる事業者は、当該サービスを提供する事業所が佐倉市内にある事業者で下記のいずれかに該当するものとします。
　　　・指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年３月３１日号外厚生省令第３７号）第５条の指定訪問介護事業者
　　　・介護保険法施行規則等の一部を改正する省令（平成２７年厚生労働省令第４号）第５条の規定による改正前の指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３５号）第５条第１項に規定する指定介護予防訪問介護事業者をいう。）の指定を受けている者

（３）基準の概要
　ア　訪問介護相当サービスの基準
人員、設備、運営に関する基準及び介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準については、現行の介護予防訪問介護のものと同様とします。
ただし、報酬請求に関連する従業者の勤務記録、国民健康保険団体連合会に提出した記録の写し及び利用者の介護サービスの提供に関する記録（以下「関係書類」という。）の保存期間については、その完結の日から５年間とします。

　　
イ　訪問型生活援助サービスの基準

　
（ア）人員に関する基準
①従事者
　　　　　　訪問型生活援助サービスを提供する者を「従事者」といい、次の者が従事　　　　　者となることができます。
・介護予防訪問介護等における「訪問介護員等」
・市が実施する研修を修了した者
また、従事者の員数は、サービス提供に必要な数とします。

　　　　　②生活援助サービス責任者
　　　　　③管理者
②及び③は、現行の介護予防訪問介護の基準と同じとなります。
　（イ）設備に関する基準
　（ウ）運営に関する基準
（エ）介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準
　　　（イ）～（エ）は、現行の介護予防訪問介護の基準と同じとなります。


　ウ　通所介護相当サービスの基準
人員、設備、運営に関する基準及び介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準については、現行の介護予防通所介護と同様のものとします。
また、訪問介護相当サービスの基準と同様に関係書類の保存期間を５年とします。



３　政策内容
　　介護予防訪問介護及び介護予防通所介護に関する基準は、現行の介護予防給付と同様の基準とすることで、事業者の参入を容易にし、総合事業への円滑な移行を図ります。
　　なお、基準については、必要に応じて、見直しを図っていくこととします。
【関係書類の保存期間を５年にした理由】


不正請求を含む過払いにおける市の返還請求権は、同請求権が公法上の債権であることから、地方自治法第２３６条第１項により５年間で時効により消滅します。この返還請求の事務では、報酬請求に関する記録が必要となることから、その規定を追加した上で、報酬請求に関する記録及びサービス提供に関する記録の保存期間を５年とすることで、返還請求に必要な書類が、消滅時効期間中に廃棄されないことを目的としています。





【従事者の資格等を緩和した理由】


生活援助については、必ずしも有資格者でなくてもサービス提供が可能であり、より幅広く、当該サービスの担い手を募り、また、サービス利用者が有資格者以外からサービス提供を受けることで、従来より安価にサービス提供を受けることを可能とするため、人員に関する基準を緩和します。





【関係書類の保存期間を５年にした理由】


　訪問介護相当サービスにおいて、関係書類の保存期間を５年としたのとで述べた理由と同様に、返還請求を円滑に行うため、報酬請求に係る書類の保存期間を５年と定めます。








�このあたりの書きぶりを少し変えました。


�この部分について基準の理由となっていないので、少し書き換えていただきますでしょうか。


�不要のため削除しました。





